
                   北海道人口ビジョン改訂版 ― 北海道の人口の現状と展望 ―（原案）  

8 

 

（６）若年者失業率 

  本道における若年者失業率は改善傾向にあり、15～24歳では全国と同じ 3.6％と

なっているが、25～34歳では 4.4％と、全国の 3.4％よりも高い水準となっている。 

若年者失業率の推移（全国・北海道） 

 
総務省「労働力調査」 2011：岩手県、宮城県、福島県除く 

2011の値は 2010公表の（新）基準人口による遡及値公表による 

（７）出生率の高い市町村の特徴 

  道内において合計特殊出生率の高い市町村について、様々な側面から分析を行っ

たところ、「第 1次産業の就業者割合が高い」「20歳代の有配偶率が高い」「３世代

同居割合が高い」といった特徴があることがうかがえる。 

合計特殊出生率の高い市町村(2008～2012年，道内上位 10町村) 

 
合計特殊出生率：厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」2008年～2012年（日本人のみ） 

人口・産業別就業者割合・有配偶率・３世代同居割合：総務省「国勢調査」2010年 
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（１）転入数・転出数 

  本道では、半世紀にわたり転出超過が続いており、特に、好景気の時期には、道

外への転出超過数が大きくなっている。 

転入数・転出数・転入超過数の推移（北海道） 

 
総務省「住民基本台帳人口移動報告」（日本人のみ） 

 

  

３ 社会増減 
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（２）年齢階級別・地域ブロック別の人口移動 

  年齢階級別の人口移動の状況をみると、60～64歳は転入超過であるのに対し、若

年層は転出超過の傾向にある。特に、転出超過数に占める割合は 15～29 歳の若年

層で高くなっており、就職や大学等への進学のため、道外に転出する者が多いこと

が主な理由であると推測される。 

年齢階層別の人口移動（転入―転出）の状況（北海道） 

 

総務省「住民基本台帳人口移動報告」（日本人のみ） 

 

  地域別では、2016（平成 28）年以降は東北から転入超過となっているが、ほとん

どの地域に対して転出超過となっており、なかでも東京圏※2への転出が多くを占め

ている。 

地域ブロック別の人口移動（転入―転出）の状況（北海道） 

 

総務省「住民基本台帳人口移動報告」（日本人のみ） 

                                                                                                                                                       

※2 東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 
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（３）男女別の人口移動 

  男女別では、2013（平成 25）年以前は男性の転出超過数が女性の転出超過数を上

回る傾向にあったが、2014（平成 26）年以降は女性の転出超過数が男性の転出超過

数を上回る傾向となっている。 

男女別人口移動（転入―転出）の推移（北海道） 

 

総務省「住民基本台帳人口移動報告」（日本人のみ） 

  男女別年齢階級別の人口移動を見ると、2010→2015 年では「15～19歳→20～24

歳」、「20～24歳→25～29歳」の世代で男性の転出超過数が女性の転出超過数に比

べて多く、進学・就職によるものと考えられる転出は男性が多いことがわかる。し

かし、2005→2010 年と比べるとその差は小さくなっている。 

性別・年齢階級別の人口移動（転入―転出）（北海道） 

 

総務省「国勢調査」及び厚生労働省「都道府県別生命表」に基づき推定 
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（４）振興局別の人口移動 

  2018（平成 30）年における振興局間の転出入状況は、札幌市を含む石狩振興局管

内のみが転入超過で、他の全ての管内は転出超過となっており、札幌圏への人口集

中が進んでいる。 

振興局別の道内人口移動（転入―転出）の状況（2018年１～12月） 

 
北海道総合政策部「住民基本台帳人口移動報告」（日本人のみ）  

  2018（平成 30）年における道外への転出入状況を振興局別にみると、檜山を除く

全ての振興局で転出超過となっているが、石狩・渡島（総合）振興局以外の転出超

過数は、対道内の転出超過数より少ない。 

道内の転出入は、地域から札幌圏へ人が集まる一方で、札幌圏から道外へ転出す

る傾向があることがうかがえる。 

振興局別の道外人口移動（転入―転出）の状況（2018年１～12月） 

 
北海道総合政策部「住民基本台帳人口移動報告」（日本人のみ）  
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振興局別の人口移動（転入―転出）の状況（2018年１～12月） 

 

 

〔人〕 
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転入・転出数：北海道総合政策部「住民基本台帳人口移動報告」（日本人のみ） 
人口：北海道総合政策部「住民基本台帳人口・世帯数」2019年１月１日現在 

（ ）内は管内人口に対する割合 
 

  

〔人〕 
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（５）社会増加率が高い市町村の特徴 

  道内において社会増加率の高い市町村について、直近２年間分を調査すると、市

町村により、その理由は様々なものが考えられるが、以下の要因があることが推測

される。 

社会増加率が高い市町村（道内上位 10市町村） 

2018年（社会増加 31市町村） 2017年（社会増加 37市町村） 

 

総務省「住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び世帯数」 

 

 

  【社会増加率が高い理由】（上記市町村からの聴き取りによる） 

・宅地造成・分譲による周辺地域からの転入 

・移住促進・子育て支援による子育て世帯等の転入 

・観光業・宿泊業の雇用増加による従業者の転入 

・外国人技能実習生等の転入（外国人の人口動向については P19参照） 

・その他（企業誘致による従業者の転入、学校誘致による生徒及び関係者の 

転入、農業振興施策による新規就農者の転入など） 
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（１）道内人口に占める札幌市の人口の割合 

  札幌市への人口集中割合は、1970（昭和 45）年には約５分の１だったが、1980

（昭和 55）年に４分の１になり、2015（平成 27）年現在で３分の１以上となって

おり、札幌市への集中が加速している。 

札幌市への人口集中割合（1970年～2015年） 

 
総務省「国勢調査」に基づき北海道で算出        

（２）札幌市の人口移動 

  札幌市の転出入状況は、道内からは転入超過である一方、道外に対しては転出超

過となっている。年齢別にみると、道内は、男女とも 15～24 歳で大幅な転入超過

となっており、特に女性の 20～24 歳の転入超過が目立っている。道外は男女とも

20～29歳で大幅な転出超過となっている。 

道内・道外、男女別人口移動（転入―転出）（札幌市，2018年） 

 
札幌市より提供                

※住民基本台帳による（日本人のみ）               

 

年齢別人口移動（転入―転出）（札幌市，2018年） 

 
札幌市より提供     

※住民基本台帳による（日本人のみ）    

４ 札幌市への人口集中 

〔人〕 

〔人〕 



                   北海道人口ビジョン改訂版 ― 北海道の人口の現状と展望 ―（原案）  

17 

 

（３）札幌市の 20～29歳の道内・道外、男女別移動理由 

  道内における札幌市への転入超過、道外への転出超過の要因について、男女とも

に、「就職」など職業的理由が多くなっている。 

道内・道外、男女、移動理由別 20～29歳の人口移動（転入―転出） 

（札幌市，2018年度） 

 
札幌市より提供（日本人のみ）  

（４）札幌市とその他地域の生産年齢人口 

  2018（平成 30）年と 1998（平成 10）年を比較すると、札幌市の生産年齢人口（15

～64歳人口）は 5.6％の減少に留まっているが、札幌市を除く地域では 27.5％と大

きく減少としている。 

生産年齢人口 

 
総務省「住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び世帯数」※各年の 1月 1日人口（日本人のみ） 


